
 
 
不動産税（Grundsteuer / Property (Real 
estate) tax）の改正 
 
ドイツ連邦憲法裁判所（Bundesfinanzhof）が 2018 年 4 月 10 日に下した判決に基づ

き、2019 年 12 月 2 日にドイツ不動産税法（Grundsteuergesetz / property tax act）
が改正され、2022 年 1 月 1 日よりその効力の一部が発生します。 
 
本改正はドイツ国内に不動産を所有するすべての法人に影響します。 
 
本稿では、本改正の内容と今後の実務に与える影響を紹介します。 
 
背景 
 
2018 年 4 月 10 日の判決で、ドイツ連邦憲法裁判所は、「旧」連邦国（すなわち旧

西ドイツ）における不動産の評価に関する評価税法の規定が、少なくとも 2002 年以

降、平等の一般原則に違反しているとの見解を示しました。これは、1964 年の不動

産評価基準（統一価格、Einheitswert）を用いた不動産評価を行っていたところ、不

動産の評価の取り扱いに不平等が生じていた（つまり、不動産を 1964 年の価値を基

準にして評価するのは公正でない）ことから、違憲判決を行ったものです。その後

立法府には 2019 年末までの新法制定の猶予が与えられ、2019 年 12 月 2 日に改正法

（Grundsteuer-Reformgesetz, GrStRefG）が連邦官報に掲載されました。 
 
改正不動産税法の留意点 
 
ここでは、改正不動産税法の留意点について解説いたします。 
 

1. 新法はいつから適用されるのか？ 
2022 年 1 月 1 日付で適用されます。まずはこの基準日に、該当する不動産の

再評価が必要となります。なお、この再評価に基づく不動産税の徴収は 2025
年からとなり、2024 年までは旧評価額に基づき不動産税が徴収されます。 
 

2. 誰に / 何に影響する法律改正なのか？ 
農業用不動産及び森林を含む、ドイツにおいて不動産を保有しているすべて

のオーナーに影響します。 
 

3. 2022 年 1 月 1 日時点で具体的に何をしなければならないのか？ 
この基準日に、該当する不動産の再評価が必要です。なお、税務署から「速

やかに」不動産再評価額を決定するための申告書の提出が求められます。 
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4. 「申告（評価）基準」は一つしかないのか？ 
新法では、原則として「連邦モデル」が定められています。この「連邦モデ

ル」では、住宅用の賃貸不動産やコンドミニアムについては収益価格方式

（Ertragswertverfahren）が、商業用不動産等については物的価格方式

（Sachwertverfahren）が用いられます。ただし、各連邦州は「連邦モデル」

とは異なるモデルを独自の不動産税法のなかで制定・適用することができま

す（「解放条項」）。 
 

5. 「解放条項」が適用される場合は？ 
上記の通り、各連邦州は、独自の不動産税法を制定することができます。し

たがって、該当する不動産の再評価の際にどの不動産税法が適用されるか

は、その不動産の所在地で決まることになります。 
 

6. 申告書の作成に必要なデータは公的・法的機関から取得することはできる

か？ 
残念ながら、取得することはできません。一方で、申告書には、通常建築価

額、割引係数等の法定データに加えて、建物の総面積や建設年数などのさら

なる情報も必要となります。不動産の所有者はこれらの情報を提供する義務

があります。 
 

7. すべての企業で不動産税の専門家を雇う必要があるか？ 
ありません。不動産のポートフォリオが少ない在独日系法人にとっては、こ

れらのコンプライアンス業務を専門家に依頼することをお勧めします。ま

た、2029 年に実施する必要のある 2 回目の申告（2022 年以降 7 年ごと）や

年度内の報告義務（不動産使用目的や所有権の変更等）を鑑みても、自社で

行うのではなく、外部に委託することをお勧めいたします。 
 
日系企業へのアドバイス 
 
ドイツの不動産税は、日本の固定資産税に相当するもので、評価基準日である暦年

の初めの日（1 月 1 日）に特定の不動産を有している場合には、不動産税の納税義

務者となり、賦課課税方式によって課税されます。今回は不動産税の改正の一環と

して、各市町村（Gemeinde）が賦課課税する際の基準の一つである土地の評価額

を、納税者が再評価し、その情報を税務署に申告する必要があります。なお、この

申告は 7 年ごとに行う必要があります。特定の不動産を有する限り、税務コンプラ

イアンスの一環としての対応が必要です。 
 
不動産の評価については、法律に則った所定の方法で行う必要があり、専門家の関

与をお勧めいたします。PwC ドイツでは不動産税の専門チームを有しており、JBN
の日本人が窓口となって包括的にサポートをすることが可能です。ご不明な点がご

ざいましたら、お気軽にご連絡ください。 
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なお、詳細は以下の英語の Website / Newsflash も合わせてご参照ください。 
 

• German Constitutional Court ruling on property valuations for real estate tax 
purposes  

• UPDATE: Land Tax Reform published in Federal Gazette on 2 December 
2019 

• Property tax compliance process digitized from end to end 
 
連絡先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Japanese Business Network (JBN) について 
 
PwC ドイツの Japanese Business Network (JBN) は、監査・税務・法務・M&A・コンサルティング

などのあらゆる分野において、ドイツに進出している日系企業をテーラーメイドで支援いたします。

組織再編、移転価格、VAT など専門性が求められる分野においても、深い知識と経験を有する日本人

専門家が、ドイツ人専門家と二人三脚で皆様の成長を支援いたします。 
 
JBN の Webseite はこちらから：Japanese Business Network (JBN)  
ドイツ税務＆法務アップデートはこちらから：Japanese Business Network (JBN) Newsflash 
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